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２度の延期を経ていよいよ2019年
10⽉１⽇から消費税率が８％から10
％に引き上げられます。同時に、軽
減税率制度も開始されることになっ
ています。
軽減税率制度については、所得の

少ない者ほど所得に占める消費の割
合が高くなるため、所得に対する消
費税の負担の割合も高くなるという
いわゆる「所得に対する逆進性」が
問題とされてきました。しかし、こ
の問題は個人所得課税なども含めた
税制全体の中で考えるべきこととさ
れ、また複数税率などについての議
論の中で、今回⼀部の品目について
８％を適用することで導入されるこ
とになりました。
現在のところ対象品目は、①飲食

料品(酒類・外食等を除く)、②新聞
(週２回以上発⾏される定期購読契約
に基づくもの)とされています。
⼀方、前回2014年４⽉１⽇に税率

が５％から８％に引き上げられた時
とほぼ同様の経過措置(税率10％のと
ころ８％が適用される)が設けられて
います。
消費税は、資産の譲渡等の⽇が施

⾏⽇(2019年10⽉１⽇)以後か施⾏⽇
前かで適用される税率が異なるため
、資産の譲渡等の⽇が重要になりま
す。オーナーの皆様に関係するもの
としては以下のものがあります。

①請負取引(物の引渡しを要するもの)
…その目的物の全部を完成し相手方
に引き渡した⽇

②請負取引(物の引渡しを要しないもの)
…その約した役務の全部を完了した⽇

③資産の貸付け(契約又は慣習により使
用料等の⽀払⽇が定められているもの)
…その⽀払いを受けるべき⽇

これらはあくまで原則的な取扱いであり
別に例外が定められているものもありま
す。
経過措置とはこれら基本的な考え方に

対する特例ということになります。以下
国税庁から公表されている上記取引に関
わるものについて挙げていますので参考
にしていただければと思います。

〇請負工事等
2013年10⽉1⽇から2019年3⽉31⽇まで

の間に締結した工事（製造を含みます。）に
係る請負契約（⼀定の要件に該当する測量、
設計及びソフトウエアの開発等に係る請負契
約を含みます。）に基づき、2019年10⽉1
⽇以後に課税資産の譲渡等を⾏う場合におけ
る、当該課税資産の譲渡等

〇資産の貸付け
2013年10⽉1⽇から2019年3⽉31⽇まで

の間に締結した資産の貸付けに係る契約に基
づき、2019年10⽉1⽇前から同⽇以後引き
続き貸付けを⾏っている場合（⼀定の要件に
該当するものに限ります。)における、2019
年10⽉1⽇以後に⾏う当該資産の貸付け
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